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(57)【要約】
【課題】空調機制御システムにおいて、空調空間の快適
性を維持しながら、所望の省エネルギ効果を得ることで
ある。
【解決手段】複数の空調機２２，２４，２６に接続され
る制御装置４０は、空調機２２，２４，２６をそれぞれ
の最大効率の条件の下で基本的に運転する最大効率運転
部４２と、各空調ゾーン１２，１４，１６の室温と設定
空調温度とを比較する空調状態判断部４４と、各空調機
２２，２４，２６の冷暖房能力を増加または低減する調
整を行う能力調整部４６と、能力調整を行った後に適当
な所定時間経過後に再び能力調整前の運転状態に戻す運
転状態復帰部４８と、消費可能な電力上限値が定められ
ているときに、最適運転条件の下で空調機２２，２４，
２６を運転する最適運転部５０を含んで構成される。
【選択図】図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　インバータを有し、運転周波数と効率の関係が特定の運転周波数で効率最大値を示す効
率曲線特性と、運転周波数と空調能力との関係が運転周波数の増大と共に増加する能力曲
線特性とを有する空調機と、
　空調機について、省エネルギ制御を行う制御装置と、
　を備え、
　制御装置は、
　省エネルギ制御時間帯において、効率曲線特性の効率最大値を示す特定の運転周波数で
空調機を運転させる最大効率運転部と、
　空調空間における空調設定条件と、実際の空調状態との間の差である空調状態偏差を検
出し、検出された空調状態偏差が予め定めた閾値偏差を超えるか否かを判断する空調状態
判断部と、
　空調状態偏差が閾値偏差を超えると判断されるときに、空調機の空調能力が不足してい
ると判断し、空調機の運転周波数を特定の運転周波数から予め定めた増加条件に従って増
加させる能力調整部と、
　を含むことを特徴とする空調機制御システム。
【請求項２】
　請求項１に記載の空調機制御システムにおいて、
　制御装置は、
　能力調整を行った後、予め定めた経過時間の後、再び最大効率運転の状態に戻す運転状
態復帰部を含むことを特徴とする空調機制御システム。
【請求項３】
　請求項１に記載の空調機制御システムにおいて、
　空調制御対象空間を複数に分けた複数の空調ゾーンのそれぞれに配置された複数の空調
機を備え、
　制御装置は、
　複数の空調ゾーンの全体について予め定められた消費可能な電力上限値を守るために、
各空調ゾーンに配置された空調機について、それぞれの特定運転周波数の近傍において予
め定められた最適運転周波数で、それぞれの空調機を運転する最適運転部を含み、
　空調状態判断部は、各空調ゾーンにおける空調設定条件と、実際の空調状態との間の差
である空調状態偏差を検出し、検出された空調状態偏差が予め定めた閾値偏差を超えるか
否かを各空調ゾーンごとに判断し、
　能力調整部は、空調状態偏差が閾値偏差を超えると判断される空調ゾーンについて、そ
の空調ゾーンに配置された空調機の空調能力が不足していると判断し、当該空調機の運転
周波数を最適運転周波数から予め定めた増加条件に従って増加させ、当該空調機以外の他
の空調機の中から、予め定めた能力調整組合せに従って定められる空調機の運転周波数を
最適運転周波数から予め定めた低減条件に従って低減させる処理を行うことを特徴とする
空調機制御システム。
【請求項４】
　請求項３に記載の空調機制御システムにおいて、
　制御装置は、
　各空調機の空調ゾーンに対する空調負荷の余力特性に基づいて、能力調整組合せを予め
定めて記憶する記憶部を含むことを特徴とする空調機制御システム。
【請求項５】
　請求項４に記載の空調機制御システムにおいて、
　制御装置は、
　各空調機の余力特性を学習によって更新する余力特性学習部を含み、
　記憶部は、
　更新された各空調機の余力特性に基づいて能力調整組合せを更新することを特徴とする
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空調機制御システム。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、空調機制御システムに係り、特に省エネルギ制御を行う空調機制御システム
に関する。
【背景技術】
【０００２】
　空調機の電力消費を抑制するために、省エネルギ制御が行われる。空調機の電力消費を
抑えると、冷房能力あるいは暖房能力が低下することがある。そこで、空調機のエネルギ
効率と冷暖房能力の関係が問題となる。空調機のエネルギ効率を示すものとして、成績係
数（Ｃｏｅｆｆｉｃｉｅｎｔ　Ｏｆ　Ｐｅｒｆｏｒｍａｎｃｅ：ＣＯＰ）が知られている
。空調機のＣＯＰとは、空調機に入力されたエネルギによって、どれだけの冷暖房エネル
ギを出力できるかを数値で示したものである。例えば、空調機が１ｋＷの電力消費で１ｋ
Ｗの冷暖房能力を発揮すると、ＣＯＰ＝（冷暖房能力）÷（消費電力）＝１である。発揮
する冷暖房能力が０．５ｋＷであると、ＣＯＰ＝０．５となる。
【０００３】
　例えば、特許文献１には、空気調和機において、インバータによる圧縮機の運転周波数
と成績係数ＣＯＰとの関係を示す効率曲線が、特定の運転周波数で最大値を有する上側に
凸の曲線となることが一般的であると述べられている。これに対し、インバータによる圧
縮機の運転周波数と冷暖房能力との関係を示す能力曲線は、運転周波数が増大するほど増
加する単純増加曲線となると述べられている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００４】
【特許文献１】特開平１１－１１８２６３号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　空調機について省エネルギ制御が行われると、一般的に居室等の空調空間の快適性が低
下する。また、空調機のオン・オフパターンによっては、例えば圧縮機の運転効率が低下
し、思ったほどの省エネルギ効果が得られないことがある。
【０００６】
　本発明の目的は、空調空間の快適性を維持しながら、所望の省エネルギ効果を得ること
ができる空調機制御システムを提供することである。
【課題を解決するための手段】
【０００７】
　本発明に係る空調機制御システムは、インバータを有し、運転周波数と効率の関係が特
定の運転周波数で効率最大値を示す効率曲線特性と、運転周波数と空調能力との関係が運
転周波数の増大と共に増加する能力曲線特性とを有する空調機と、空調機について、省エ
ネルギ制御を行う制御装置と、を備え、制御装置は、省エネルギ制御時間帯において、効
率曲線特性の効率最大値を示す特定の運転周波数で空調機を運転させる最大効率運転部と
、空調空間における空調設定条件と、実際の空調状態との間の差である空調状態偏差を検
出し、検出された空調状態偏差が予め定めた閾値偏差を超えるか否かを判断する空調状態
判断部と、空調状態偏差が閾値偏差を超えると判断されるときに、空調機の空調能力が不
足していると判断し、空調機の運転周波数を特定の運転周波数から予め定めた増加条件に
従って増加させる能力調整部と、を含むことを特徴とする。
【０００８】
　また、本発明に係る空調機制御システムにおいて、制御装置は、能力調整を行った後、
予め定めた経過時間の後、再び最大効率運転の状態に戻す運転状態復帰部を含むことが好



(4) JP 2012-247100 A 2012.12.13

10

20

30

40

50

ましい。
【０００９】
　また、本発明に係る空調機制御システムにおいて、空調制御対象空間を複数に分けた複
数の空調ゾーンのそれぞれに配置された複数の空調機を備え、制御装置は、複数の空調ゾ
ーンの全体について予め定められた消費可能な電力上限値を守るために、各空調ゾーンに
配置された空調機について、それぞれの特定運転周波数の近傍において予め定められた最
適運転周波数で、それぞれの空調機を運転する最適運転部を含み、空調状態判断部は、各
空調ゾーンにおける空調設定条件と、実際の空調状態との間の差である空調状態偏差を検
出し、検出された空調状態偏差が予め定めた閾値偏差を超えるか否かを各空調ゾーンごと
に判断し、能力調整部は、空調状態偏差が閾値偏差を超えると判断される空調ゾーンにつ
いて、その空調ゾーンに配置された空調機の空調能力が不足していると判断し、当該空調
機の運転周波数を最適運転周波数から予め定めた増加条件に従って増加させ、当該空調機
以外の他の空調機の中から、予め定めた能力調整組合せに従って定められる空調機の運転
周波数を最適運転周波数から予め定めた低減条件に従って低減させる処理を行うことが好
ましい。
【００１０】
　また、本発明に係る空調機制御システムにおいて、制御装置は、各空調機の空調ゾーン
に対する空調負荷の余力特性に基づいて、能力調整組合せを予め定めて記憶する記憶部を
含むことが好ましい。
【００１１】
　また、本発明に係る空調機制御システムにおいて、制御装置は、各空調機の余力特性を
学習によって更新する余力特性学習部を含み、記憶部は、更新された各空調機の余力特性
に基づいて能力調整組合せを更新することが好ましい。
【発明の効果】
【００１２】
　上記構成により、空調機制御システムは、省エネルギ制御時間帯において、効率曲線特
性の効率最大値を示す特定の運転周波数で空調機を運転させる。そして、空調設定条件と
実際の空調状態との間の差である空調状態偏差が予め定めた閾値偏差を超えると判断され
るときは、空調機の空調能力が不足していると判断して、空調機の運転周波数を特定の運
転周波数から予め定めた増加条件に従って増加させる。これにより、効率最大条件の下の
運転を基本的状態とし、その状態で空調状態偏差が大きいときは、空調機の運転周波数を
増加させて、空調機の冷暖房能力を高める。空調機の運転周波数を増加させると冷暖房能
力は増大し、運転周波数を低減すると冷暖房能力も低減する。これにより、効率最大運転
を基本として、省エネルギ制御を行いながら、空調空間の快適性を維持することができる
。
【００１３】
　また、空調機制御システムにおいて、能力調整を行った後、予め定めた経過時間の後、
再び最大効率運転の状態に戻すので、効率最大運転を基本として、省エネルギ制御を行い
ながら、空調空間の快適性を維持することができる。
【００１４】
　また、空調機制御システムにおいて、空調制御対象空間を複数に分けた複数の空調ゾー
ンのそれぞれに配置された複数の空調機を備えるときは、予め定められた電力上限値を守
るために、各空調ゾーンに配置された空調機について、それぞれの特定運転周波数の近傍
において予め定められた最適運転周波数で、それぞれの空調機を運転する。そして、各空
調ゾーンにおける空調設定条件と、実際の空調状態との間の差である空調状態偏差が予め
定めた閾値偏差を超えると判断されるときは、その空調ゾーンに配置された空調機の空調
能力が不足していると判断し、当該空調機の運転周波数を最適運転周波数から予め定めた
増加条件に従って増加させる。そして、当該空調機以外の他の空調機の中から、予め定め
た能力調整組合せに従って定められる空調機の運転周波数を最適運転周波数から予め定め
た低減条件に従って低減させる。これにより、電力上限値を守りながら、空調空間の快適
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性を維持することができる。
【００１５】
　また、空調機制御システムにおいて、各空調機の空調ゾーンに対する空調負荷の余力特
性に基づいて、能力調整組合せを予め定めて記憶する。これにより、空調機の制御を適切
なものとできる。
【００１６】
　また、空調機制御システムにおいて、各空調機の余力特性を学習によって更新する。そ
して更新された各空調機の余力特性に基づいて能力調整組合せが更新される。これによっ
て、空調機の制御を常に最適なものとできる。
【図面の簡単な説明】
【００１７】
【図１】本発明に係る実施の形態の空調機制御システムの構成を説明する図である。
【図２】空調機の効率曲線特性と能力曲線特性を説明する図である。
【図３】別の空調機の効率曲線特性と能力曲線特性を示す図である。
【図４】他の空調機の効率曲線特性と能力曲線特性を示す図である。
【図５】本発明に係る実施の形態の空調機制御システムにおいて用いられる能力調整組合
せの例を説明する図である。
【図６】本発明に係る実施の形態における空調機制御手順を示すフローチャートである。
【図７】本発明に係る実施の形態において、電力上限値が定められている場合の空調機制
御手順を示すフローチャートである。
【発明を実施するための形態】
【００１８】
　以下に図面を用いて本発明に係る実施の形態につき、詳細に説明する。以下では、空調
機制御システムの対象となる空調制御空間を３つの空調ゾーンに区分したものについて述
べるが、これは説明のための例示に過ぎず、空調ゾーンの数は３以外でも構わない。例え
ば、１つであってもよく、２つであってもよく、４以上であってもよい。また、３つの空
調ゾーンが東西に並ぶものとし、中央の空調ゾーンが最も広い空間として説明するが、こ
れらも例示であって、配置、空間の広さはこれ以外であっても構わない。例えば、各階に
分けられた空調ゾーンであってもよく、異なる複数の建物のそれぞれを別々の空調ゾーン
としてもよい。各空調ゾーンにそれぞれ１つの空調機が配置されるものとするが、２つ以
上の空調機が配置されるものとしてもよい。
【００１９】
　以下では、全ての図面において同様の要素には同一の符号を付し、重複する説明を省略
する。また、本文中の説明においては、必要に応じそれ以前に述べた符号を用いるものと
する。
【００２０】
　図１は、空調機制御システム１０の構成を説明する図である。この空調機制御システム
１０は、１つの空調制御空間としての建物を西側から東側に３つの空調ゾーン１２，１４
，１６として分け、それぞれの空調ゾーン１２，１４，１６に、空調機２２，２４，２６
と、室温検出器３２，３４，３６を配置して、３つの空調ゾーン１２，１４，１６の快適
性を維持しながら、空調機２２，２４，２６の省エネルギ制御を行なう機能を有するシス
テムである。
【００２１】
　空調ゾーン１２，１４，１６は、建物の１つの広い空間を空調機２２，２４，２６のそ
れぞれの管轄として単に区分したものである。空調ゾーン１２，１４，１６の間に仕切り
壁等があるわけではない。もっとも、仕切壁があって、空調ゾーン１２，１４，１６がそ
れぞれ居室となっていても構わない。空調ゾーン１２，１４，１６は、建物の西側から東
側に向かって並んでいるので、これを空調ゾーンＷ，Ｃ，Ｅと呼ぶことで、各空調ゾーン
間の配置関係がよく分かる。そこで、以下では、空調ゾーン１２，１４，１６を場合によ
って、空調ゾーンＷ，Ｃ，Ｅと呼ぶことにする。
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【００２２】
　空調ゾーンＷとされる西側の空調ゾーン１２は西日の影響等により、外気の影響を最も
受けやすく、空調ゾーンＣとして示される中央の空調ゾーン１４は、空間の大きさも大き
く、また中央に配置されることから外気の影響を最も受けにくく、空調ゾーンＥとして示
される東側の空調ゾーン１６は、西側の空調ゾーン１２ほどではないがある程度外気の影
響を受ける。このように、空調ゾーン１２，１４，１６は、空調を行う際の空調負荷の特
性がそれぞれ異なる３つの空調空間の例として示されている。
【００２３】
　空調機２２，２４，２６は、空調ゾーン１２，１４，１６にそれぞれ設けられ、蒸発器
と、圧縮器と、凝集器と、減圧弁とを備える循環型の冷暖房装置である。圧縮機には、イ
ンバータが含まれる。空調機２２，２４，２６は、空調ゾーンＷ，Ｃ，Ｅの空調負荷の相
違に応じて選択された仕様を有し、それぞれの冷暖房特性は異なっている。空調機２２，
２４，２６は、後述する制御装置４０によって、その動作が制御される。
【００２４】
　なお、空調機２２，２４，２６においては、空調対象空間に設置される室内機と、主に
大気と熱交換を行うために室外に設置される室外機によって構成されるものも含まれる。
この場合、圧縮機は室外機に搭載される。また、このような構成の空調機において、１台
もしくは、複数台の室外機に対して、複数台の室内機をもって空調機を構成するいわゆる
ビル用マルチエアコンも含む。この場合、空調機２２を構成する全ての室内機が空調ゾー
ン１２に、空調機２４を構成する全ての室内機が空調ゾーン１４に、空調機２６を構成す
る全ての室内機が空調ゾーン１６に設置され、それぞれのゾーンの空調を行うこととなる
。
【００２５】
　室温検出器３２，３４，３６は、空調ゾーン１２，１４，１６のそれぞれの適当な場所
に設置される温度センサである。室温検出器３２，３４，３６の検出データは、適当な信
号線を介して、制御装置４０に伝送される。
【００２６】
　なお、室温検出器は、空調機の制御を行うために空調機に接続されたセンサであっても
よく、この場合、空調機の制御信号線を介して、制御装置４０に室内温度が伝送されるこ
とになる。また、１つのゾーンに複数の室内機が設置される場合は、代表室内機の温度を
制御装置４０に伝送してもよく、また、平均の温度を制御装置４０に伝送してもよい。さ
らに、制御装置４０にて、代表室内機の温度を選択してもよく、平均温度を演算してもか
まわない。
【００２７】
　制御装置４０は、３台の空調機２２，２４，２６と、３つの室温検出器３２，３４，３
６に接続され、３台の空調機２２，２４，２６の動作を全体として制御する機能を有する
。かかる制御装置４０は、空調制御に適したコンピュータで構成することができる。
【００２８】
　制御装置４０は、３台の空調機２２，２４，２６をそれぞれの最大効率の条件の下で基
本的に運転する最大効率運転部４２と、各空調ゾーン１２，１４，１６の室温と設定空調
温度とを比較する空調状態判断部４４と、各空調機２２，２４，２６の冷暖房能力を増加
または低減する調整を行う能力調整部４６と、能力調整を行った後に適当な所定時間経過
後に再び能力調整前の運転状態に戻す運転状態復帰部４８と、消費可能な電力上限値が定
められているときに、最大効率条件の近傍である最適運転条件の下で３台の空調機２２，
２４，２６を運転する最適運転部５０と、空調機２２，２４，２６が配置される空調ゾー
ンＷ，Ｃ，Ｅの空調負荷についての余力特性を学習する余力特性学習部５２を含んで構成
される。
【００２９】
　かかる機能はソフトウェアを実行することで実現でき、具体的には空調機制御プログラ
ムを実行することで実現できる。かかる機能の一部をハードウェアで実現するものとして
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もよい。
【００３０】
　制御装置４０に接続される記憶部６０は、空調管理プログラム等を格納する機能を有す
る記憶装置である。また、記憶部６０は、各空調機２２，２４，２６について、それぞれ
の効率曲線特性と能力曲線特性の組合せ６２，６４，６６を記憶し、また、能力調整を行
うときの能力調整組合せ６８を記憶する機能を有する。
【００３１】
　図２から図４は、各空調機２２，２４，２６について、効率曲線特性と能力曲線特性の
組合せ６２，６４，６６の例を説明する図である。効率曲線特性と能力曲線特性は、空調
機２２，２４，２６ごとに相違するが、基本的な曲線の傾向は同じであるので、以下では
、図２に示される空調機２２に代表させて説明を続ける。
【００３２】
　空調機２２についての効率曲線特性は、横軸に空調機２２の運転周波数をとり、縦軸に
空調機２２の成績係数ＣＯＰを取ったものである。空調機２２には圧縮機が含まれ、圧縮
機にはインバータが用いられるので、運転周波数は、このインバータの動作周波数に相当
することになる。効率曲線特性は、図２に示されるように、運転周波数がゼロから増大す
るとＣＯＰが増大し、特定の運転周波数ｆ22で最大値をとり、特定の運転周波数ｆ22を超
えるとＣＯＰは減少する。このように、効率曲線特性は、特定の運転周波数ｆ22で最大値
を有する上側に凸の曲線となる。
【００３３】
　空調機２２についての能力曲線特性は、横軸に空調機２２の運転周波数をとり、縦軸に
空調機２２の冷暖房能力を取ったものである。冷暖房能力とは、空調機２２が冷房機能を
発揮しているときはその冷房能力、暖房機能を発揮しているときはその暖房能力のことで
ある。能力曲線特性は、図２に示されるように、運転周波数が増大するほど増加する単純
増加曲線となる。
【００３４】
　図３は、空調機２４に対する効率曲線特性と能力曲線特性の組合せ６４で、ここでは、
特定の運転周波数がｆ24で示されている。図４は、空調機２６に対する効率曲線特性と能
力曲線特性の組合せ６６で、ここでは、特定の運転周波数がｆ26で示されている。このよ
うに、空調機ごとに特定の運転周波数は異なるが、一般的には、空調機の最大動作周波数
のおよそ６０％程度の周波数が効率最大となる特定の運転周波数となる。
【００３５】
　このように、空調機２２，２４，２６は、それぞれの特定の運転周波数ｆ22，ｆ24，ｆ

26で運転するときに最大効率となるので、省エネルギ運転となる。図２から図４に示され
るように、最大効率となる特定の運転周波数ｆ22，ｆ24，ｆ26のときに冷暖房能力が最大
となるわけではない。特定の運転周波数ｆ22，ｆ24，ｆ26から運転周波数を増加すると、
冷暖房能力が増大し、逆に、特定の運転周波数ｆ22，ｆ24，ｆ26から運転周波数を低減す
ると、冷暖房能力も低下する。
【００３６】
　したがって、最大効率の条件で空調機２２，２４，２６を運転しているときに、空調機
２２，２４，２６のいずれかの空調機の冷暖房能力が不足していると判断されるときは、
その空調機の運転周波数を増大すればよい。そのような能力調整を能力増加調整と呼ぶこ
とができる。ところが、運転周波数を特定の運転周波数ｆ22，ｆ24，ｆ26から変更すると
、その空調機は最大効率で運転していないことになるので、電力消費が増加することが生
じる。電力消費を抑制するには、冷暖房能力を低下させればよく、具体的にはその空調機
の運転周波数を低減すればよい。そのような能力調整を能力低減調整と呼ぶことができる
。
【００３７】
　最大効率運転を行っていて、空調空間の温度が設定温度と差が生じてくると、その空調
空間の快適性が損なわれる。そこで、空調機２２，２４，２６の運転周波数を特定の運転
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周波数ｆ22，ｆ24，ｆ26から変更して空調機２２，２４，２６の冷暖房能力を増加させる
。すなわち、当該空調機の能力増加調整が行われる。そのようにすると、能力増加調整を
行った空調機の電力消費が増加するので、省エネルギ制御時間帯の間では、他の空調機の
電力消費を低減することが好ましい。とくに、電力会社の契約等で、電力消費の上限値が
予め定められているときには、他の空調機の電力消費を抑制して、複数の空調機全体の電
力消費値が電力上限値を超えないようにする必要になる。すなわち、当該空調機以外の空
調機の能力低減調整を行う必要が生じる。
【００３８】
　このように、省エネルギ制御時間帯においては、１つの空調機の能力増加調整を行うと
、他の空調機の能力低減調整を行うことになる。場合によっては、快適性を維持するため
に複数台の空調機の能力増加調整を行う必要が生じ、逆に、電力消費値を電力上限値以下
とするために複数台の空調機の能力低減調整を行う必要が生じることがある。
【００３９】
　そのような場合に、１つの空調機の能力増加調整を行った場合に、他の空調機の中のど
の空調機について能力低減調整を行うかの能力調整組合せを予め定め、これを記憶部６０
に記憶しておくことがよい。図５は、そのようにして予め定めた能力調整組合せ６８の例
を示す図である。
【００４０】
　図５は、縦軸に沿って能力増加調整を行なった空調ゾーンに配置される空調機として、
３台の空調機２２，２４，２６を並べ、横軸に沿って能力低減調整を行う空調ゾーンに配
置される空調機として、３台の空調機２２，２４，２６を並べたものである。例えば、空
調ゾーンＷの空調機２２が冷暖房能力不足と判断されて能力増加調整が行われると、空調
機２２の運転周波数が効率最大の特定の運転周波数から増加させることとなって、電力消
費が増大する。消費可能な電力上限値が定まっている場合には、他の空調機２４，２６の
電力消費を低減する能力低減調整を行うことになる。図５によれば、そのような場合に、
能力低減調整を行う第１優先順位が空調ゾーンＣの空調機２４、第２優先順位が空調ゾー
ンＥの空調機２６と予め定めてある。
【００４１】
　同様に、空調ゾーンＣの空調機２４について能力増加調整を行った場合は、能力低減調
整を行う第１優先順位が空調ゾーンＥの空調機２６、第２優先順位が空調ゾーンＷの空調
機２２と予め定められる。また、空調ゾーンＥの空調機２６について能力増加調整を行っ
た場合は、能力低減調整を行う第１優先順位が空調ゾーンＣの空調機２４、第２優先順位
が空調ゾーンＷの空調機２２と予め定められる。
【００４２】
　空調機の運転をローテーションすることは従来から行われていることであるが、図５に
おける能力調整組合せは、各空調機２２，２４，２６がそれぞれ配置される空調ゾーンＷ
，Ｃ，Ｅに対する各空調機２２，２４，２６の空調負荷の余力特性によって予め定められ
る。
【００４３】
　空調ゾーンに対する空調負荷の余力特性とは、所定の空調条件にしたときに、空調機が
さらにどの程度の冷暖房負荷を余力として有しているかに関する特性である。端的に言え
ば、空調機が所定の空調を行うのに、余裕を持って運転しているか、能力一杯で運転して
いるかに関する特性である。
【００４４】
　余力特性は次のようにして評価することができる。すなわち、ある一定条件の運転を行
っていて、設定温度と実際の温度との差である温度偏差が予め定めた閾値偏差となると、
能力不足とされるが、この能力不足と判断される頻度の大小で余力特性が評価できる。す
なわち、能力不足と判断される頻度が多い空調機は、その担当する空調ゾーンの空調負荷
に対し、余力があまりないと考えられる。逆に、能力不足と判断される頻度が少ない空調
機は、その担当する空調ゾーンの空調負荷に対し、余力が十分あると考えられる。一定条
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件の運転としては、例えば、最大効率運転等を用いることができる。
【００４５】
　余力特性に関し、その他の評価基準としては、ある一定条件の運転開始から能力不足と
判断されるまでの運転時間の長短がある。すなわち、一定条件の運転開始から能力不足と
判断されるまでの時間が短い空調機は、その担当する空調ゾーンの空調負荷に対し、余力
があまりないと考えられる。逆に、一定条件の運転開始から能力不足と判断されるまでの
時間が長い空調機は、その担当する空調ゾーンの空調負荷に対し、余力が十分あると考え
られる。
【００４６】
　図１の例で説明すると、最も西側の空調ゾーンＷは、外気温の影響を受けやすいので、
空調機２２が能力不足と判断される頻度が高いと考えられる。その観点から、空調機２２
は、空調負荷に対して余力が比較的に少ないと考えられる。中央の空調ゾーンＣは、空間
が比較的大きく、また、両隣が空調を行っている他の空調ゾーン１２，１６であるので、
一定の室温に維持しやすいと考えられる。その観点から、空調機２４が能力不足と判断さ
れる頻度が少なく、空調機２４は、空調負荷に対して余力が比較的に多いと考えられる。
東側の空調ゾーンＥは、西側の空調ゾーンＷほどではないが外気温の影響を受けるので、
空調機２６が能力不足と判断される頻度は、空調機２２よりは少なく、空調機２４よりは
多いと考えられる。その観点から、空調機２６の空調負荷に対する余力は、空調機２２と
空調機２４の中間程度と考えられる。
【００４７】
　このように空調機によって余力特性が異なるので、図５では、能力低減調整が必要な場
合の優先順位を、空調負荷に対する余力の大きい順に、空調ゾーンＣの空調機２４－空調
ゾーンＥの空調機２６－空調ゾーンＷの空調機２２として、予め設定されている。
【００４８】
　なお、図５では、能力増加調整が必要な空調機を１台としてあるが、場合によっては、
同時に２台の空調機の冷暖房能力が不足することが生じえる。その場合に、いずれの空調
機の方を優先して能力増加調整を行うかについても、上記の余力特性に基づいて予め定め
ておくことができる。能力増加調整が必要な場合の優先順位は、余力の小さい順に、空調
ゾーンＷの空調機２２－空調ゾーンＥの空調機２６－空調ゾーンＣの空調機２４とするこ
とができる。
【００４９】
　上記構成の作用について、図６、図７を用いてさらに説明する。図５は、一般的な省エ
ネルギ制御における空調機制御手順を示すフローチャートである。図６は、消費可能な電
力上限値が定まっている場合省エネルギ制御における空調機制御手順を示すフローチャー
トである。これらの各手順は、空調機制御プログラムの各処理手順にそれぞれ対応する。
【００５０】
　最初に図６を用いて、一般的な省エネルギ制御における空調機制御の手順を説明する。
以下では、３台の空調機２２，２４，２６についての制御手順を述べるが、空調機が複数
台ある場合でも、個々の空調機について独立して実行することができる。
【００５１】
　各空調機２２，２４，２６は、基本的には、最大効率の下で運転が行われる（Ｓ１０）
。すなわち、各空調機２２，２４，２６は、それぞれ、効率曲線特性における特定の運転
周波数ｆ22，ｆ24，ｆ26で運転が行われる。特定の運転周波数は、各空調機２２，２４，
２６によって異なるので、制御装置４０の最大効率運転部４２は、記憶部６０を参照して
、それぞれの空調機２２，２４，２６に対する特定の運転周波数ｆ22，ｆ24，ｆ26を読み
出し、その条件で各空調機２２，２４，２６の運転制御を実行する。この運転状態は、最
大効率運転状態であるので、省エネルギ制御に適したものである。
【００５２】
　次に、適当な制御タイミングごとに、各空調ゾーンＷ，Ｃ，Ｅの室温と、設定温度とを
比較して、その間の温度偏差Δθを求める。求めた温度偏差Δθを、予め定めた閾値温度
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偏差Δθ0と比較する（Ｓ１２）。各空調ゾーンＷ，Ｃ，Ｅの室温は、室温検出器３２，
３４，３６によってそれぞれ取得することができる。したがって、Ｓ１２の手順は、各空
調機２２，２４，２６について行われる。
【００５３】
　設定温度は、ユーザが設定した温度でもよく、あるいは、省エネルギ制御の下でふさわ
しい室温として予め定めた推奨温度でもよい。閾値温度偏差Δθ0は、ユーザが快適性を
損なうと感じる限度に基づいて予め設定される。例えば、Δθ0を２℃程度と設定するこ
とができる。
【００５４】
　Ｓ１２の手順は、制御装置４０の空調状態判断部４４の機能によって実行される。なお
、Δθ－Δθ0は、空調状態偏差に相当する。Ｓ１２において、全部の空調機２２，２４
，２６について、ΔθがΔθ0を超えないと判断されると、全部の空調機２２，２４，２
６について、最大効率運転の下で快適性が維持できていることになる。
【００５５】
　このように、Ｓ１２において、最大効率運転の下で快適性が維持できていると判断され
ると、省エネルギ制御について特に電力消費の上限値が設定されていない場合には、Ｓ１
０に戻って、最大効率運転を継続することができる。省エネルギ制御について、電力会社
との契約等で、電力消費の上限値が設定されているときの手順は図７において後述する。
【００５６】
　Ｓ１２で、少なくとも１台の空調機について、ΔθがΔθ0を超えると判断されると、
その空調機は、能力不足と判断されて、Ｓ１４に進む。例えば、能力不足とされたものが
空調機２２とすると、Ｓ１４において、空調機２２に対して、能力増加調整が行われる。
具体的には、予め定めた増加条件に従って、空調機２２の運転周波数を特定の運転周波数
ｆ22から増加させる制御を行う。予め定めた増加条件としては、Δθ－Δθ0＝０とする
ための冷暖房負荷に対応する運転周波数とすることができる。すなわち、Δθ0＝２℃と
すれば、設定温度からの温度偏差Δθが２℃を超えている状態から温度偏差Δθを２℃以
下とするように、冷暖房負荷を増加させる。Ｓ１４の手順は、制御装置４０の能力調整部
４６の機能によって実行される。
【００５７】
　能力不足とされた空調機２２に対して能力増加調整が行われると、その能力調整が完了
してから所定時間経過したか否かが判断される（Ｓ１６）。所定時間としては、例えば３
０分から１時間程度とすることができる。所定時間経過すると、再びＳ１０に戻り、空調
機２２は、能力調整前の運転状態である最大効率運転に復帰する。この手順は、制御装置
４０の運転状態復帰部４８の機能によって実行される。
【００５８】
　このようにして、最大効率運転を基本として、冷暖房能力が不足すると判断された空調
機について一時的に能力増加調整を行うことで、空調空間の快適性を維持しながら、所望
の省エネルギ効果を得ることができる。
【００５９】
　次に、消費可能な電力最大値が定められている場合についての空調機制御の手順につい
て図７を用いて説明する。電力最大値が設定されている場合には、各空調機２２，２４，
２６は、必ずしも最大効率で運転する必要がないが、省エネルギ性を考慮すると、できる
だけ最大効率付近で運転することが好ましい。そこで、電力最大値を満たすように、予め
、空調機２２，２４，２６について最適運転条件を定めておく。最適運転条件は、運転周
波数で定めることができる。
【００６０】
　最適運転条件は最大効率条件に近づけるのが好ましいので、空調機２２，２４，２６に
ついて、最適運転条件の運転周波数である最適運転周波数は、効率最大のときの特定の運
転周波数ｆ22，ｆ24，ｆ26のそれぞれの近傍に取られる。その組合せは１通りではなく、
複数通りがありえる。
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【００６１】
　そこで、電力上限値が定まっている場合には、空調機２２，２４，２６の全体でその電
力上限値を満たすように予め最適運転周波数の組合せを定め、それぞれの最適運転周波数
で、各空調機２２，２４，２６が運転される（Ｓ２０）。この手順は、制御装置４０の最
適運転部５０の機能によって実行される。
【００６２】
　次に、適当な制御タイミングごとに、各空調ゾーンＷ，Ｃ，Ｅの室温と、設定温度とを
比較して、その間の温度偏差Δθを求める。求めた温度偏差Δθを、予め定めた閾値温度
偏差Δθ0と比較する（Ｓ２２）。この手順の内容は、図６で説明したＳ１２と同じで、
空調状態判断部４４の機能によって実行される。
【００６３】
　Ｓ２２において、全部の空調機２２，２４，２６について、ΔθがΔθ0を超えないと
判断されると、全部の空調機２２，２４，２６について、最適運転の下で快適性が維持で
きていることになる。このように、Ｓ２２において、最適運転の下で快適性が維持できて
いると判断されれば、Ｓ２０に戻って、最適効率運転を継続することができる。
【００６４】
　Ｓ２２で、少なくとも１台の空調機について、ΔθがΔθ0を超えると判断されると、
その空調機については能力増加調整を行うが、電力上限値の条件を守るために、他の空調
機について能力低減調整を行うことになる。そこで、記憶部６０から能力調整組合せ６８
が読み出される（Ｓ２４）。そして、読み出された能力調整組合せに従って、能力増加調
整と能力低減調整とが行われる（Ｓ２６）。Ｓ２４，Ｓ２６の手順は、制御装置４０の能
力調整部４６の機能によって実行される。
【００６５】
　例えば、Ｓ２２で、能力不足とされたものが空調機２２とすると、Ｓ２４において読み
出された内容が図５の能力調整組合せ６８の通りであるとすると、空調機２２に能力増加
調整が行われると共に、能力低減調整の第１優先順位である空調機２４について能力低減
調整が行われる。
【００６６】
　能力増加調整の内容は図６のＳ１４で説明したものと同様である。すなわち、能力増加
調整は、空調機２２の運転周波数を最適運転周波数から予め定めた増加条件に従って増加
させる。能力低減調整は、予め定めた低減条件に従って、空調機２４の運転周波数を最適
運転周波数から低減させる制御を行う。予め定めた低減条件としては、Δθ－Δθ0＝±
２℃とするための冷暖房負荷に対応する運転周波数とすることができる。この２℃は、Δ
θ0と同じ値である。すなわち、空調ゾーンＣについて、現在の室温に維持するものとし
て、やや快適性を犠牲にして、電力消費を抑制する。
【００６７】
　能力不足とされた空調機２２に対して能力増加調整が行われ、これに対応して空調機２
４に対して能力低減調整が行われると、それらの能力調整が完了してから所定時間経過し
たか否かが判断される（Ｓ２８）。この手順は図６のＳ１６と同じ内容のものであり、所
定時間経過すると、再びＳ２０に戻り、空調機２２，２４は、能力調整前の運転状態であ
る最適運転状態に復帰する。この手順は、制御装置４０の運転状態復帰部４８の機能によ
って実行される。
【００６８】
　図５の能力調整組合せ６８は、各空調機２２，２４，２６の空間ゾーンＷ，Ｃ，Ｅに対
する空調負荷の余力特性に基づいて定められる。余力特性は、空間ゾーンＷ，Ｃ，Ｅの空
調負荷が変われば変化する。例えば、一日の時間、季節、その空調空間にいる人の数、設
備の状況によって変化する。余力特性は、上記のように、能力不足と判断される頻度の大
小、または、ある一定条件の運転開始から能力不足と判断されるまでの運転時間の長短に
よって評価できる。したがって、図７のＳ２２で肯定的判断が行われた回数、あるいは、
Ｓ２０の開始からＳ２２の肯定的判断が行われるまでの時間で、各空調機２２，２４，２



(12) JP 2012-247100 A 2012.12.13

10

20

６の余力特性が評価できる。
【００６９】
　図７のＳ３０は、Ｓ２２で肯定的判断が行われた回数で余力特性を評価するものとして
、Ｓ２２で肯定的判断が出された都度、カウント数を更新する。そして、各空調機２２，
２４，２６において、予め定めた期間におけるカウント数を比較し、カウント数の少ない
順序を余力のある順序とする余力特性学習を行う（Ｓ３２）。そして、学習された余力順
序の結果から、能力低減調整の優先順位を変更して、図５の能力調整組合せ６８の更新を
行う（Ｓ３４）。このように学習によって、常に能力調整組合せ６８が最新の状態とされ
る。Ｓ３０、Ｓ３２，Ｓ３４の手順は、制御装置４０の余力特性学習部５２の機能によっ
て実行される。
【産業上の利用可能性】
【００７０】
　本発明に係る空調機制御システムは、空調機の省エネルギ制御に利用できる。
【符号の説明】
【００７１】
　１０　空調機制御システム、１２，１４，１６　空調ゾーン、２２，２４，２６　空調
機、３２，３４，３６　室温検出器、４０　制御装置、４２　最大効率運転部、４４　空
調状態判断部、４６　能力調整部、４８　運転状態復帰部、５０　最適運転部、５２　余
力特性学習部、６０　記憶部、６２，６４，６６　効率曲線特性と能力曲線特性の組合せ
、６８　能力調整組合せ。

【図１】 【図２】

【図３】
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